
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

高知県 土佐町高知県 土佐町高知県 土佐町高知県 土佐町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

4,610
212.11

3,857,217
3,770,037

59,547

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.25][0.25][0.25][0.25]

類似団体内順位

[ 17/129 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

0.260.260.260.26
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0.80

1.00

0.05

0.82

0.19

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.25

土佐町の比率

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [90.6%][90.6%][90.6%][90.6%]

類似団体内順位

[ 83/129 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.092.092.092.0
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

94.294.294.294.2

(%)
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69.0

87.4
90.6

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [221,648[221,648[221,648[221,648 円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 20/129 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

116,898116,898116,898116,898
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

126,634126,634126,634126,634

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,699,986

155,598

300,655 221,648

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [96.6][96.6][96.6][96.6]

類似団体内順位

[ 106/129 ]

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

97.097.097.097.0
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

93.293.293.293.2
110.0

100.0
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60.0

99.9

70.6

92.5

96.6

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1,0001,0001,0001,000 人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [17.57[17.57[17.57[17.57 人人人人]]]]

類似団体内順位

[ 45/129 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.827.827.827.82
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

12.2612.2612.2612.26

(人)

100.00

80.00

60.00
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20.00

0.00

77.12

7.89

19.82 17.57

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [18.5%][18.5%][18.5%][18.5%]

類似団体内順位

[ 84/129 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

12.312.312.312.3
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

18.418.418.418.4

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

27.7

5.3

16.3
18.5

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [712,356[712,356[712,356[712,356 円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 10/129 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

446,922446,922446,922446,922
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

749,334749,334749,334749,334

(円)

12,000,000

10,000,000

8,000,000

6,000,000

4,000,000

2,000,000

0

9,959,115

386,517

1,303,308 712,356

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
適正度適正度適正度適正度

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

土佐町土佐町土佐町土佐町
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
・・・・財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財

　歳歳歳歳や徴徴徴徴の強強なな一一の行財財行行は行っっっっっ、国の需需需需需需需に加え、人人の歳減や長長く景景の低低、ダダ関関に関っ償償償償償歳

ななになっ税徴の歳減になに、財財財財財は前前前と比比しっししし横ばっばばっ。

・・・・経経経経経経経経徴徴徴徴経経経経比比比比経経経経

　給給カカカになっ人人人の縮縮を含めめ義徴義経人の需需ななの歳歳歳歳しを実需すっとしに、税徴の徴徴経徴徴徴需（未徴未徴徴未未の配配減）を中中とすっ歳

入入入に長き続き徴めっめに前前前に比べ１．１％歳減しめっ、臨臨財財徴需臨臨び歳税減って臨の歳減しばに９９％を超えっ財数となっっっっ。類類類類類類し徴

回っっめに、今今し財財行行の取取みを通じっ、更なっ義徴義経人の歳歳・財財財財強を図に、取組の歳歳し、民民民民の積積義積積ななを含めめ行財の効経強を

長き続き進めっっく。

・・・・ララララララララララララララララララララララララ財財財財財財財財

　類平１９前４月に一臨義に給給カカカを廃廃（類平１９前７月かか再実需）しめしとになに、前前前と比比すっと５．８ポラポカ徴上しめ。財国類類類類と比比すっと４．１

ポラポカ徴回っっっっっ、前年年平減の違っななに大きく影影を受けっめめ、財数のみの比比は難しっと思わわっ。今今し退未退減退を基基としっ各各各各の再再再な

な、なに一一の給給の適適強、未未財歳歳に努めっ。

・・・・人口一人当人口一人当人口一人当人口一人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高

　優良な地方債の発行及び繰上償還の実施等により類似団体平均よりは下回っている。普通会計ベースでは今後も起債償還額が減少傾向にあり、今後
の起債発行についても精選するとともに繰上償還を含め今後もより一層の健全化に努める。

・・・・実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率

　一般会計における起債償還額の減少により前年度と比較すると１．６％減少しているが、簡易水道事業及び下水道事業の起債償還額に対する繰出金が
大きく影響し、類似団体平均を引き続き上回っている。今後も下水道事業の継続が計画されていることから、今後の事業実施にあたっては普通会計だけで
なく他会計との更なる調整を一層行い、公債費負担適正化計画に基づき健全化に向けた取り組みを行っていく。

・・・・人口人口人口人口１０００１０００１０００１０００人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数

　退職不補充の実施により平成１７年度末までの６年間で６人の人員を削減しており、類似団体平均より若干低くなっている。今後も退職不補充を基本と
し、機構改革等の実施等により少人数でも対応できる体制づくりを行っていく。

・・・・人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額

　職員数の削減や給与カットによる人件費の縮小、旅費規程の見直し、需用費・役務費等の節減を実施しており、類似団体平均と比較すると若干下回って
いる。今後もさらなる経費削減を図っていく。


